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ることで、その具体化を図っていく。現在、法令上作成す

る必要があるものは単年度の事業計画書・事業報告書であ

るが、これを長期経営計画と中期計画とに関連づけること

によって、これらの計画の単年度の定期的な検証も組み込

み、長期経営計画・中期計画・単年度の事業計画という３段

階の計画に基づいて、10年後に目指したビジョンを実現す

るためのマネジメントを実質化していくのである。そのた

め、長期経営計画はビジョンを示すものとして位置づけて

数値目標はあえて設定せず、4年単位の中期計画において

数値目標を含めた具体的な到達目標を設定することとさ

れている。このような計画的な大学運営体制を整備するた

め、2017年度中に長期経営計画を策定するスケジュールで

進めてきた（ただし、当初の予定よりも少し時間がかかって

おり、2018年5月の評議員会及び6月の理事会での審議を

経て、決定される見込みとなっている）。そして、2018年度

中に第1次中期計画を策定していく予定とされている。

長期経営計画の策定は「常務理事会」を中心に進められ

てきた（図2）。常務理事会は、理事長及び常務理事（事務

局長理事、副学長の最年長者理事、評議員選出理事の3

名からなる会議体であり、「理事会」が大きな方針を議論・

決定することに対して、日常的な業務執行を担当するた

めに法人に置かれている常設組織である。そして、計画

策定を具体的に進めるために、理事長直属の機関として

常務理事、副学長、理事長補佐、学長補佐等による「中長

期経営計画検討プロジェクトチーム」を設置し、常務理事

会に提出する具体的な内容・項目の検討を進めてきた。

事務局としての取りまとめは、経営企画部（職員数６名）

が担当しており、財務のシミュレーションを行う等、実務

的な作業も担当している。そして、計画策定後には、教学

面の意思決定機関として大学に置かれている「教学会議」

（学長、副学長、各学部長、各学部選出の委員、教務委員

長・入試委員長・学生委員長、キャリアセンター長、各研

究科長、教務部長及び短期大学長から構成）を通じて、そ

の内容を学内で周知していく予定であり、法人の常務理

事会、大学の教学会議という経営と教学の両側面から、

経営計画を立案・実施していく体制となっている。このよ

うな策定・実行プロセスについて、「法人が強いリーダー

シップを取って進めていくやり方は、松山大学にはあま

り合わない。法人は大きくビジョンを示して、教学でそ

の具体的な内容を検討していくのが良い」と新井常務理

事は話す。伝統ある大学として、松山大学にふさわしい

ガバナンスを工夫しながら、実効性のある計画策定が目

指されているのである。

松山大学の長期経営計画「MATSUDAI VISION 2027」

は、大学全体として10年後に目指す大きな方向性をビジョ

ンとして示したうえで、現状を分析し、取り組むべき課題

を提示するという構成となっている。具体的には、学校法

課題と強みを踏まえた10の基本戦略

経済・経営・人文・法・薬学部の５学部からなる松山大学

は、1923年に創設された松山高等商業学校を淵源とする

95年の伝統を持つ大学である。初代校長加藤彰廉の示し

た「真実・実用・忠実」の「三実」を校訓とし、在籍学生数約

6000名、教職員数約350名と四国地域の私立大学で最も大

きい学生規模を擁している。このような地方の伝統ある私

立大学である松山大学では、2017年1月に歴代最年少であ

る42歳で学長に就任した溝上達也理事長・学長（学校法人

松山大学の理事長は松山大学学長が兼務する制度が採ら

れている）のもと、2026年度までの10年間を対象とする

「MATSUDAI VISION 2027 学校法人松山大学 第１次長

期経営計画」を策定している。この長期経営計画の策定は、

「中長期経営計画検討プロジェクトチーム」（後述）を中心

に、経営面は新井英夫常務理事（法学部教授）が、教学面は

熊谷太郎副学長（経済学部教授）がそれぞれ担当して進め

られた。新井常務理事、熊谷副学長は、溝上理事長と同世

代であり、法人と大学が一体となって、40代の責任者が中

心となり長期経営計画の策定が進められてきたのである。

この長期経営計画の策定の背景とその特徴について、お話

をうかがった。

なぜ松山大学では、10年間を視野に入れた長期経営計

画の策定を進めてきたのか。この質問に対して、「愛媛経

済圏の動向、文部科学省が進める教育改革へ対応してい

第1次中期計画の完成時が創立100周年

くにあたって、地方に立地する大学と

して大学運営のための計画が必要で

あるという認識は、10年くらい前から

学内で意識されてきた」と新井常務理

事は話す。しかし、松山大学では学長

の任期は1期2年とされ、最長でも3期

6年までとされていることから、長期

で経営を見ることが難しく、組織としてのウィークポイント

となっていた。このようななか、溝上理事長は、昨年1月に

理事長・学長に就任して最初に、長期経営計画の策定に着

手した。長期経営計画の策定自体が、法人内部で以前から

必要性が意識されていた課題であったためだけでなく、例

えば、耐用年数を迎えた施設の建て替え等、直面する一つひ

とつの課題に取り組むためには、財務を含めた計画的裏付け

のある中長期的な方針が必要であると考えたためである。

経営計画の策定に当たっては、法人として10年後の

2027年を見据えた長期経営計画を策定し、この計画に基

づいた具体的な実行計画として4年間を対象期間とする中

期計画を作るという進め方が採用された（図1）。長期経営

計画で方向性を明確にしたうえで、2018年度中に2019年

度から2022年度までの4年間を対象とする「第1次中期計

画」を策定し、創立100周年を迎える2023年に第１期中期

計画が終わるというタイムスケジュールが描かれている。

そして、2023年度から2026年度の「第2次中期計画」を策定・

実行することで、長期経営計画の目標とする10年後の

2027年を迎えるという全体の計画である。これら中期計

画の内容を、単年度の事業計画書・事業報告書に反映させ
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「『知』の拠点」であり続けるために
地方の伝統大学が打ち出す長期経営計画

溝上達也
理事長・学長
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第1次中期計画 策定
10の基本戦略（後述）をそれぞれ担当部署に落
とし込み、中期計画を策定し、戦略的に実行する

第1次中期計画 検証
担当部署に落とし込んだ基本戦略が、計画的に
実施され、成果を上げられているか検証を行う

第２次中期計画 策定
第1次中期計画の検証結果を踏まえ、第2次中期
計画を見直し、VISION実現に向け実行する

第 1 次
中期計

画 実行

第 2 次
中期計

画 実行

図 1　第 1 次長期経営計画　工程表

図2　学校法人松山大学 長期経営計画・中期計画策定体制
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人全体の2027年にあるべき姿として「次代を切り拓く『知』

の拠点」と明確に定めたうえで、「使命と目標」「現状と将来

の見通し」「基本戦略」の３部構成で作成されている。「使命

と目標」では、校訓「三実」を始めとする建学の背景と理念、

大学の歴史的経過、事業領域とその特性を確認し、「現状

と将来の見通し」において、18歳人口の減少等のマクロ環

境の変化と松山大学の入学志願者数の推移と就職状況の

動向が検証されている。その上で、松山大学の「強み」を「教

育」、「学生支援」、「社会連携・地域貢献」の3つの観点から

整理するとともに、「興味・関心を引き出すカリキュラムと

入学広報」、「多様な背景を持つ学生に対する入試対応」、

「全学的マネジメント体制の再構築」の3つの「課題」を指

摘する。ここで示されている課題を具体的に見ると、「興

味・関心を引き出すカリキュラムと入学広報」においては、

伝統的学部構成によって安定的な学問体系を提供してい

ることが、受験生の積極的な関心を引き出すことに欠ける

要因となっているため、アピールポイントの明確化と入学

広報における積極的な発信を課題としている。また「多様

な背景を持つ学生に対する入試対応」では、国が進めてい

る高大接続改革への対応の必要性を指摘。さらに「全学的

マネジメント体制の再構築」においては、教学組織と事務

組織が自律的に運営されているという「強み」を持つ一方

で、それらを統括する全学的なマネジメント体制が構築さ

れていないことやIRの充実等を課題としている。これら

の課題分析は伝統大学としての特徴を客観的に分析する

ものであり、伝統校としての強みが内包する組織的課題を

冷静に見据えるものとなっている。そして、これらの「強み」

と「課題」を踏まえて、「内部質保証」「教育活動」「研究活動」

「国際化」「入学広報」「学生支援」「キャリア教育・支援」「卒

業生連携」「社会連携」「管理・運営」の10の項目による基本

戦略が示されている（図3）。

「内部質保証」を最初の項目に置く10項目の基本戦略は、

ビジョンを実現するために取り組むべき課題の方向性を示

したものである。これらの項目の設定にあたっては、文部

科学省の私立大学改革総合支援事業の項目や認証評価の

動向等を参考にするとともに、学生への役割としての教

育、研究をどのように充実させるかという大学の内部の活

動だけでなく、大学と外部との接点であり入口と出口とな

る入学と卒業、そして、7万5000人の卒業生との連携とい

う観点も重視して検討するなかで、組織全体の活動につい

ての内部質保証が最も重要であろうということから、それ

を最初に位置づけることとした。そして、プロジェクトチ

ームにおいて各項目を一つひとつ検討して、全体を積み上

げてきたという。その具体化のプロセスでは、例えば、校

訓である「三実」を現在の学生にどのように当てはめること

ができるか、「学生支援が充実している」という時には、具

体的にどのようなところが充実しているのか、「地域貢献を

行っている」という時には、具体的にどのような地域と連

携し、どのようなことが行われているのかを確認するとい

うように、一つひとつの項目を丁寧に検討してきたという。

そして、このプロセスの中で、各学部や部署では把握して

いても、大学全体としては把握していないことに気づいた

り、大学として「強い」と思っていたことがそうでもなかっ

たことに気づいたりすることがあったという。具体例とし

て、地域との連携は強みであると捉えていたが、愛媛県や

松山市という地域の自治体から見たときには自分達が考え

るほどの高い評価を得られていないという現状に気づい

た。他方、学内の情報を集めることによって大学として把

握できていなかった個々の教員やゼミ、学生による地域で

の活動を知ることができたこと等を、熊谷副学長は指摘し

た。長期経営計画の策定が、大学の客観的な現状把握、情

報共有につながっているのである。

このような長期経営計画の策定プロセスの中で、原案作

成後、大学のウェブサイトを通じてパブリックコメントを

実施した。このとき、卒業生からの様々なコメントや期待

も寄せられたという。卒業生との連携は、学生の成長にと

っても有意義であることから、全国に43支部を持つ同窓会

組織である温山会との連携を含めた「卒業生連携」を基本

戦略の一つとして項目に含めていたが、パブリックコメン

トを通じて各地区で活躍しているステークホルダーとして

の卒業生の重要性を改めて認識する機会になったという

ことである。

そして、これらの10項目の基本戦略とともに、財務面で

の法人経営の到達目標として、基本金組入前当年度収支差

額を毎年度、収入超過とすることや、翌年度繰越収支差額

や減価償却引当特定資産について2026年度末までの目標

額を設定する等、永続的な経営を続けるための経営条件

の整備も組み込まれている。

長期経営計画に基づいて大学経営を進めるに当たって

は、人口減少下の時代における地方の大学としての将来

数値目標を定め、
全学的マネジメントの推進を目指す

の立ち位置をどのように見据えるかが重要となる。この

ことについて、「松山大学にとっての地域は愛媛・松山で

あり、地域の中の大学である。一方で、中四国でNo.1の

私立大学であることを目指し、周辺地域からの学生募集

も進めていく。かつて、松山商科大学の頃は、多くの地域

から学生が来ていた。18歳人口の減少期でもマーケット

を広げていくように展開していきたい」と新井常務理事

は話す。そのためには、「改組や新しい学部・学科を作る

というアイデアはある一方で、松山大学は地域の要請か

ら大学・学部を作ってきたという歴史もあるので、現在の

学部構成の良さを維持していく」という。また、「短期大

学を擁する法人として、柔軟に対応できるようにしてい

くことも必要になる。中規模の大学として機動的に動け

るような体制としていきたい」とする。そして、溝上学長

は「地域の18歳人口が減少する中、若者の人口流出を食

い止めることが、地域のためにも大学のためにも必要と

なる。地域の若者を囲い込むのではなく、愛媛が他の地

域から来てもらえるような場所になるよう、産官学で連

携して取り組んでいきたい」とする。そして、10項目の基

本戦略として示した方向性に対して、それを実現するた

めの具体的内容を中期計画として、担当部署とのあいだ

で数値目標を含めた目標を設定していくという。そのう

えで、長期経営計画と中期計画に基づいた全学的マネジ

メントを進めるにあたり、教学会議を通じて、全学的な情

報と各学部の状況を共有するとともに、FDや教職協働を

進めていくことで、その実現を図っていくという。

このような2027年を目指した松山大学の長期経営計画

の取り組みは、大学経営における地方の伝統大学の新た

な挑戦であるといえよう。長期経営計画で10年後のビジ

ョンと方向性を示し、その実質化のために数値目標を含

めた中期計画を策定してその具体化を図っていくという

大学経営は、変化の激しい現在の状況の中で、組織の方

向性を共有しつつ、柔軟に計画的な発展を実現するため

の工夫であり、多くの大学に参考になるのではないだろ

うか。100周年という区切りを控えた伝統大学として、松

山大学の長期経営計画と中期計画に基づいたこれからの

新たな展開が注目される。

（白川優治 千葉大学 国際教養学部 准教授）

1.内部質保証を担保 2.教育活動を時代の変化に
適応 3.研究活動の強化と発信 4.国際化に対応する人材養成 5.入学広報の強化と拡充

1.アセスメント・ポリシーの確
立

2.教育の質保証に向けたIR機
能の強化

3.学修成果の可視化と情報公
開

1.ディプロマ・ポリシーに整合
する教育課程の体系、教育
内容、授業科目区分等に関
するPDCAサイクルの確立

2.実践的なカリキュラムの恒
常的な構築

3.主体的な学習意欲・態度を
刺激するための制度の導入

4.多様な研究を生かした専門
教育の提供

5.教育改革に資する特長的な取
組に対する支援制度の導入

1.研究成果の社会への発信強
化

2.研究支援体制の整備・強化
3.次代を担う若手研究者への

支援
4.外部競争的資金の獲得に向

けた支援体制の強化

1.グローカル人材の養成のた
めの教育基盤の強化

2.実践的な語学修得の機会の
提供

3.異文化交流プログラムの実
施体制の構築

4.国際化に向けた組織・体制
整備

1.ブランド力の強化
2. 広報戦略の見直し
3. 進学説明会、出張講義、オー

プンキャンパス等の強化・
拡充

4.多様な背景を持つ学生に対
する入試制度の構築

6.学生支援の体制の構築 7.キャリア教育・支援の充実 8.卒業生連携の強化 9.社会連携による人材養成 10.管理・運営の基盤整備

1.学習及び生活環境のサポー
ト体制の充実

2.安全安心な学生生活支援の
充実

3.保健管理に係る環境整備
4.社会環境の変化に応じた奨

学金による経済的支援

1.キャリア教育に対する全学
的取組の強化

2.学生のステージに応じた
キャリア支援体制の構築

3.キャリア教育科目の整備と
サポート体制の充実

4.キャリアセンタースタッフ
の質的強化

1.卒業生からの資金面におけ
る支援体制の充実

2.卒業生と在学生との関係強
化

3.温山会組織を通じた卒業生
の追跡調査

1.社会の課題に対応するプロ
ジェクトの推進や問題解決
型授業の開発・実践

2.連携協定に基づくキャリア
教育プログラム及びイン
ターンシップ・プログラムの
開発

3.本学の知的資産を生かした
リカレント教育の提供

4.地域における他大学との連
携強化

1. 全学的マネジメント体制の
整備

2. 財政基盤の強化
3. 事務組織の改編
4. 人事方針及び研修制度の見

直し
5. 危機管理体制の強化

図３　MATSUDAI VISION 10 の戦略

特集  2030年の高等教育

事
例
③

http://souken.shingakunet.com/college_m/
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